
「幼稚園型認定こども園，保育所型認定こども園及び 

地方裁量型認定こども園の認定の要件に関する基準 

について」のパブリックコメント集約結果 

 

「幼稚園型認定こども園，保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こども園の認定の要件

に関する基準」について，「倉敷市パブリックコメント手続要綱（平成２１年１２月８日告示

第６８３号）」に基づき市民の皆様から広く意見を募集しましたが，その結果は次のとおりで

す。 

記 

１ 意見等の件数 ２人 ５件 

２ 御意見の要旨と市の考え方 

次ページのとおりです。（類似の意見はまとめています。） 

３ 今後の予定 

幼稚園型認定こども園，保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こども園の認定の要件

に関する基準を定める条例の制定後，公布及び施行します。 

４ 参考 

意見募集期間 平成２７年１月５日（月）～２５日（日） 

 

 

 

 

御意見をお寄せいただきました皆様の御協力に厚くお礼申し上げます。 

倉敷市 保健福祉局 子ども未来部 子ども・子育て支援新制度準備室  



 

対象 ご意見の概要 本市の考え方 

職員の

配置 

子どもの年齢によるクラス編制

を基本として保育ができるように保

育者の担任制が保たれるようにす

べき。できるだけ基準以上の保育

者数を配置して，クラス運営がしや

すくなるようにしてください。 

認定こども園には，満１歳未満の園児おおむね３

人につき１人以上，満１歳以上満３歳未満の園児お

おむね６人につき１人以上，満３歳以上満４歳未満

の園児おおむね２０人につき１人以上，満４歳以上

の園児おおむね３０人につき１人以上の教育及び

保育に従事する者を置かなければならないものとし

ております。今回の基準は，配置の最低基準を示し

たものであり，実際の園の運営にあたっては，当然

ながら予備的人員を確保しなければ円滑な運営が

できないものと考えております。 

また，共通の４時間程度の利用時間について

は，満３歳以上の園児について学級を編制し，学級

ごとに少なくとも１人の職員（学級担任）に担当させ

なければならないものとしています。 

配置基準以上の保育者数を配

置して，クラス運営がしやすくなる

ように複数担任制にしてください。 

子どもの発達保障ができるよう

に保育者の複数担任制が望ましい

し，可能であるなら，教育時間だけ

の子どもと長時間の子どもを分け

て生活するようにしてほしい。 

認定こども園は保育所と同様に原則として１１時

間開所となりますので，制度上複数の担任が前提

となります。 

認定こども園のメリットは，保護者の就労状況に

かかわらず，同一の園に通え，先生や子ども同士

の人間関係が変わらないことが挙げられています。 

本市では，このため，在園時間の異なる子どもに

適切に幼児教育・保育を提供できる仕組みとして，

幼保連携型認定こども園用に国が作成した「教育・

保育要領」を踏まえた「倉敷市幼児教育・保育共通

カリキュラム」を作成し，このカリキュラムを基に運

営に当たることにしております。 

子どもの発達保障ができるよう

に保育者の複数担任制が望ましい

し，可能であるなら，教育時間だけ

の子どもと長時間の子どもを分け

たクラス編制にしてほしい。 

 



園舎等

の環境

の構成 

３歳児には，午前中の４時間の

教育後は，４～５歳児より早めの時

間割で午睡時間を十分に確保でき

るような配慮が必要である。 

基準では，利用時間が異なる多様な園児がいる

ことを踏まえ，家庭や地域，認定こども園における

生活の連続性を確保するため，園児の生活が安定

するよう１日の生活のリズムを整えるよう工夫をす

ることとしており，各園において，子どもの発達に即

した対応を行うこととしております。 

 



パブリックコメント要約版

１　案件名

幼稚園型認定こども園，保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こども園の認定の要件に関
する基準（骨子案）

２　募集期間

平成２７年１月５日～２５日

３　趣旨

　子ども・子育て支援新制度における認定こども園には４類型があり，このうち，幼保連携型認定
こども園については，認可・認定の権限が本市にあるため，認可・認定にあたって必要な基準を
定める条例を平成２６年９月に公布したところ。それ以外の３類型は，本来，岡山県に認定の権限
があるが，岡山県から権限移譲を受け，平成２７年４月から残る３類型についても本市において認
定こども園の認定を行うことになったので，その認定基準を定めるにあたり，パブリックコメントを実
施するもの。

４　資料閲覧場所

本庁子ども・子育て支援新制度準備室，保育・幼稚園課，教育企画総務課，学事課，情報公開
室，児島・玉島・水島の各保健福祉センター福祉課，真備保健福祉課，庄・茶屋町・船穂の各支
所，市ホームページ

５　提出方法

持参，郵送，ＦＡＸ，Ｅメール（持参の場合は土・日，祝日を除く８時３０分～１７時１５分）

６　問合せ先

本庁子ども・子育て支援新制度準備室
（〒７１０－８５６５　倉敷市西中新田６４０番地）
電話　４２６－３３３５　　ＦＡＸ　４２７－７３３５
Eメール　kosodate@city.kurashiki.okayama.jp



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

パブリックコメント用 

 

平成２７年１月５日～２５日 

倉敷市子ども未来部 
 

幼稚園型認定こども園，保育所型認定 

こども園及び地方裁量型認定こども園 

の認定の要件に関する基準について 

（骨子案） 
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●閲覧及び募集期間 

平成２７年１月５日（月）～２５日（日） 

 

●閲覧及び配布場所 

本庁子ども・子育て支援新制度準備室，保育・幼稚園課，教育企画総務課，学事課，

情報公開室，児島・玉島・水島の各保健福祉センター福祉課，真備保健福祉課，庄・

茶屋町・船穂の各支所，市ホームページ 

 

●対象者 

意見を提出できるのは，次のいずれかに該当する方です。（法人その他の団体を含み

ます。） 

 ・市内に居住している方 

 ・市内で就業，就学している方 

 ・市内に事務所を有する法人その他の団体 

 ・この基準に利害関係のある方 

 

●意見提出方法 

持参，郵送，ＦＡＸ，Ｅメールでご提出ください。（持参の場合は土・日，祝日を除

く８時３０分～１７時１５分） 

 

●意見の提出に際しての留意事項 

意見提出にあたっては，住所，氏名（法人などの団体の場合は，所在地，団体名及

び代表者氏名），電話番号・ＦＡＸ番号・Ｅメールアドレス等の連絡先を必ず記載して

ください。住所や所在地が市外の場合は，市内の勤務先の名称や学校の名称等を記載

してください。また，今回の意見募集の対象となっている基準について利害関係を有

している場合には，どのような利害関係があるのかを記載してください。これらの事

項が記載されていない場合は，受付できません。 

電話番号・ＦＡＸ番号・Ｅメールアドレス等の連絡先については，頂いた意見の内

容について問い合わせをする場合に利用いたします。 

様式は問いませんが，別添の様式を利用していただくと便利です。  

この手続は，案件に対する具体的なご意見を収集するもので，賛否を問うものでは

ありません。 

 

 

骨子案に対する皆さまの意見をお聞かせください 



●提出いただいたご意見の取扱い 

 提出いただいたご意見は，内容ごとに整理・分類したうえで，これに対する市の考

えとともに後日公表いたします。  

 個々のご意見に対して，直接，個別の回答はいたしませんので，あらかじめご了承

ください 。  

 意見募集結果の公表の際には，ご意見の内容以外（住所・氏名等）は公表いたしま

せん 。

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意見提出先 

 

本庁子ども・子育て支援新制度準備室 

（〒７１０－８５６５ 倉敷市西中新田６４０番地） 

電話 ４２６－３３３５  ＦＡＸ ４２７－７３３５ 

Eメール kosodate@city.kurashiki.okayama.jp 

市ホームページ 

 http://www.city.kurashiki.okayama.jp/kosodate-jyourei/ 
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 子ども・子育て支援新制度における認定こども園には次の４類型があります。 

このうち，幼保連携型認定こども園については，認可・認定の権限が本市にあるた

め，認可・認定にあたって必要な基準を定める条例を平成２６年９月に公布したとこ

ろです。 

それ以外の３類型は，本来，岡山県に認定の権限がありますが，岡山県から権限移

譲を受け，平成２７年４月から残る３類型についても本市において認定こども園の認

定を行うことになったので，その認定基準を定めるにあたり，パブリックコメントを

実施するものです。 

 

 

種類 基準の内容 

幼保連携型認定こども園 

単一の施設として，小学校就学前の子どもの教育，

保育及び子育て支援を一体的に提供するもの。 

（基準を制定済み） 

幼稚園型認定こども園 

認可幼稚園が教育時間終了後も保育を行い，保育所

的な機能を備えるもの。 

（今回，パブリックコメントを実施するもの） 

保育所型認定こども園 

認可保育所が保育に欠けない子どもも保育し，幼稚

園的な機能を備えるもの。 

（今回，パブリックコメントを実施するもの） 

地方裁量型認定こども園 

幼稚園，保育所いずれの認可も有しない認可外保育

施設が認定こども園としての機能を果たすもの。 

（今回，パブリックコメントを実施するもの） 

Ⅰ パブリックコメントの趣旨 
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１ 権限移譲 

認定こども園については，「幼保連携型認定こども園」の認可・認定は，都道府県，

政令市，中核市の権限とされており，平成２７年４月以降，本市内に設置されている

幼稚園や保育所から幼保連携型認定こども園への移行を希望された場合，本市におい

て事前相談の段階から認可・認定まですべての事務が完結することになります。 

「幼保連携型認定こども園」以外の認定こども園の認定基準については，「就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第３条第２項及び

第４項の規定に基づき内閣総理大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施設の

設備及び運営に関する基準（平成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働省告示第２号）」

を参酌（十分参照したうえで判断しなければならない。）し，都道府県において基準

を制定し，認定を行うこととされております。 

したがって，幼保連携型認定こども園以外の類型，例えば保育所が保育所型認定こ

ども園に移行する場合では，保育所の認可は中核市である本市が行っていることから，

移行の相談は本市でも受けるものの，同時に岡山県との協議も行う必要があります。

加えて，子ども・子育て支援新制度における給付は市町村が実施主体であるため，認

定こども園・幼稚園・保育所に関わらず，新制度の枠組みに入る園は，本市が大きく

関わることになっております。 

本市では，身近な行政サービスはより身近なところで行うべきと考え，パスポート

の発給事務などをはじめとし，岡山県から積極的に権限移譲を受けてきた経緯があり

ます。 

また，本市としての幼児教育・保育行政の推進，とりわけ，認定こども園に関する

施策の推進にあたっては，幼稚園型認定こども園，保育所型認定こども園及び地方裁

量型認定こども園の認定の権限も岡山県から移譲を受けることで，より計画的に，よ

り迅速に行うことができ，そのうえで園側の負担の軽減にも繋がるものとも考えてお

ります。 

 なお，権限移譲にあたっては，幼保連携型認定こども園や保育所の基準を制定した

際に，本市としての独自基準を上乗せした経緯があり，それらの基準との整合性を図

る必要もあるため，単なる事務権限の移譲ではなく条例制定権も含め移譲を受けるこ

ととしております。 

 

２ 独自基準 

今回の基準は，幼稚園型認定こども園については，認可幼稚園としての基準を満た

すこと，保育所型認定こども園については，認可保育所としての基準を満たすことが

認定の前提であることから，国で示す基準は，すべてが従うべき基準ではなく参酌す

Ⅱ 本市の考え方 
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べき基準として示されております。 

また，本来は都道府県の権限であることから，岡山県が独自基準として定めている

基準も参考としながら基準を定める必要もあります。 

これらのことを鑑み，国において示された基準はすべて網羅したうえで，幼保連携

型認定こども園や保育所において独自基準として設定している次の基準をこの度の基

準に加え，より高い認定基準を設定することとしました。 

○園長は，教育及び保育の実施に当たっては，医師，臨床心理士，作業療法士，言語

聴覚士，保健師，看護師，栄養士，大学教授等の専門的知識を有する者から，積極

的に助言を得る等必要な連携を図らなければならないものとします。 

○認定こども園の設置者は，入園している園児の人権に十分配慮するとともに，一人

一人の人格を尊重するとともに，倉敷市子ども条例の理念を踏まえ，その運営を行

わなければならないものとします。 

○認定こども園の職員は，倉敷市子ども条例の理念を十分に理解するよう努めなけれ

ばならないものとします。 

○認定こども園の設置者は，園児の状態及び地域の自然的社会的条件を踏まえ，想定

される非常災害の種類ごとに，その規模及び被害の程度に応じたその非常災害への

対応に関する具体的な計画を策定するとともに，非常災害時の関係機関への通報及

び関係者との連絡の体制を整備し，それらの内容を定期的に職員に周知しなければ

ならないものとします。 

○認定こども園の設置者は，非常災害に備えるため，計画に従い，避難訓練及び消火

訓練その他必要な訓練を，その実効性を確保しつつ行わなければならないものとし

ます。 

○訓練のうち，避難訓練及び消火訓練は，地震，火災，風水害，侵入者対策等を念頭

に置き，少なくとも毎月１回実施しなければならないものとします。 

○認定こども園の設置者は，非常災害時における園児の安全の確保が図られるよう，

あらかじめ，関係自治体，地域住民，他の学校，社会福祉施設等と相互に支援及び

協力を行うための体制の整備に努めるものとします。 

○園長は，保護者が認定こども園の行事，保護者を対象とした研修，保護者の会の取

組等に積極的に参加するよう促すものとします。 

○認定こども園の設置者は，食事の提供に当たっては，地産地消に努めるものとしま

す。 

○認定こども園の設置者は，園児への食育を推進するため，保護者に対して食育に関

する情報を発信するものとします。 

 

 なお，国が示した今回の基準には無いものの，幼保連携型認定こども園や保育所の

設備及び運営に関する基準のうち，本市として今回の基準に加えることが適当と判断

した項目があります。これらについても，独自基準として次のとおり追加しておりま

す。 
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○認定こども園の設置者は，地域社会との交流及び連携を図り，園児の保護者及び地

域社会に対し，園の運営の内容を適切に説明するよう努めるとともに，その運営内

容について，自ら又は外部の第三者による評価を行い，結果を公表するよう努めな

ければならないものとします。 

○認定こども園には，施設の目的を達成するために必要な設備を設けなければならな

いものとします。 

○認定こども園においては，園児の国籍，信条，社会的身分又は入園に要する費用を

負担するか否かによって，差別的な取扱いをしてはならないものとします。 

○認定こども園の職員は，園児に対し，虐待等子どもの心身に有害な影響を与える行

為をしてはならないものとします。 

○認定こども園の設置者は，消火設備その他の非常災害に必要な設備を設けなければな

らないものとします。 

○認定こども園の職員は，正当な理由がなく，その業務上知り得た園児又はその家族

の秘密を漏らしてはならないものとします。また，職員であった者が，正当な理由

なく，業務上知り得た園児又はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置

を講じなければならないものとします。 

○認定こども園の設置者は，提供した特定教育・保育並びに子育て支援に関する苦情

に迅速かつ適切に対応するために，苦情を受け付ける窓口を設置するなど必要な措

置を講じなければならないものとします。 

○認定こども園の設置者は，提供した特定教育・保育並びに子育て支援に関し，市か

ら指導又は助言を受けた場合は，その指導又は助言を尊重し，必要な改善を行うよ

う努めなければならないものとします。 

○園長は，常に園児の保護者と密接な連絡をとり，教育及び保育の内容等について，

保護者の理解と協力を得るよう努めなければならないものとします。 

○食事の提供をするときは，その献立は，できる限り変化に富み，園児の健全な発育

に必要な栄養量を含有するものでなくてはならないものとします。また，食品の種

類及び調理方法は，栄養並びに園児の身体的状況及び嗜好を考慮したものでなけれ

ばならないものとします。 

○調理は，あらかじめ作成された献立に従って行わなければならないものとします。 
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１ 趣旨 

○この基準は，就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律（以下「法」といいます。）第３条第１項及び第３項の規定に基づき，幼稚園型

認定こども園，保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こども園（法第２条第６

項に規定する認定こども園のうち幼保連携型認定こども園を除く。以下「認定こど

も園」といいます。）の認定の要件を定めるものとします。 

２ 定義 

○この基準において使用する用語は，就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的

な提供の推進に関する法律第３条第２項及び第４項の規定に基づき内閣総理大臣、

文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準（平成２

６年内閣府・文部科学省・厚生労働省告示第２号。以下「告示」といいます。）にお

いて使用する用語の例によります。 

３ 類型 

○認定こども園は，次に掲げる類型に応じ，それぞれ次に定める要件を満たさなけれ

ばならないものとします。 

(１) 幼稚園型認定こども園 次のいずれかに該当する施設であること。 

   ア 幼稚園教育要領（平成２０年文部科学省告示第２６号）に従って編成され

た教育課程に基づく教育を行うほか，その教育のための時間の終了後，在籍

している子どものうち保育を必要とする子どもに該当する者に対する教育を

行う幼稚園 

イ 幼稚園及び保育機能施設（法第２条第４項に規定する保育機能施設をいい

ます。）のそれぞれの用に供される建物及びその附属設備が一体的に設置され

ている施設であって，次のいずれかに該当するもの 

    （ア） その施設を構成する保育機能施設において，満３歳以上の子どもに

対し学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第２３条各号に掲げる目標

が達成されるよう保育を行い，かつ，その保育を実施するに当たりその

施設を構成する幼稚園との緊密連携協力体制が確保されている施設 

    （イ） その施設を構成する保育機能施設に入所していた子どもを引き続き

その施設を構成する幼稚園に入園させて一貫した教育及び保育を行う施

設 

(２) 保育所型認定こども園 保育所であって，保育を必要とする子どもに対する

保育を行うほか，その保育を必要とする子ども以外の満３歳以上の子どもを保

育し，かつ，満３歳以上の子どもに対し学校教育法第２３条各号に掲げる目標

が達成されるよう保育を行うものであること。 

（３） 地方裁量型認定こども園 保育を必要とする子どもに対する保育を行うほか，

Ⅲ 基準骨子案の概要 

 



 

６ 

 

その保育を必要とする子ども以外の満３歳以上の子どもを保育し，かつ，満３歳

以上の子どもに対し学校教育法第２３条各号に掲げる目標が達成されるよう保

育を行う保育機能施設であること。 

４ 職員の配置 

○認定こども園には，満１歳未満の園児おおむね３人につき１人以上，満１歳以上満

３歳未満の園児おおむね６人につき１人以上，満３歳以上満４歳未満の園児おおむ

ね２０人につき１人以上，満４歳以上の園児おおむね３０人につき１人以上の教育

及び保育に従事する者を置かなければならないものとします。ただし，常時２人を

下回ってはならないものとします。 

○満３歳以上の園児であって，幼稚園と同様に１日に４時間程度利用するもの（以下

「教育時間相当利用児」といいます。）及び保育所と同様に一日に８時間程度利用

するもの（以下「教育及び保育時間相当利用児」といいます。）に共通の４時間程

度の利用時間（以下「共通利用時間」といいます。）については，満３歳以上の園

児について学級を編制し，学級ごとに少なくとも１人の職員（以下「学級担任」と

いいます。）に担当させなければならないものとします。この場合において，１学

級の園児の数は３５人以下を原則とします。 

５ 職員の資格 

○認定こども園に置く職員のうち満３歳未満の園児の保育に従事する者は，保育士の

資格（児童福祉法第１８条の６に規定する資格をいいます。）を有する者でなけれ

ばならないものとします。 

○認定こども園に置く職員のうち満３歳以上の園児の教育及び保育に従事する者は，

幼稚園の教員の免許状（教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第４条第２

項及び第４項に規定する免許状をいいます。）及び保育士の資格をできる限り併有

する者でなければならないものとします。幼稚園の教員の免許状及び保育士の資格

を併有しない場合においては，そのいずれかを有する者でなければならないものと

します。 

○学級担任は，幼稚園の教員免許状を有する者でなければならないものとします。た

だし，保育所型認定こども園又は地方裁量型認定こども園の認定を受ける場合であ

って，学級担任を幼稚園の教員免許状を有する者とすることが困難であるときは，

保育士の資格を有する者であって，その意欲，適性及び能力等を考慮して適当と認

められるものを，その者が幼稚園の教員免許状の取得に向けた努力を行っている場

合に限り，学級担任とすることができるものとします。 

○満３歳以上の園児のうち教育及び保育時間相当利用児の保育に従事する者は，保育

士の資格を有する者でなければならないものとします。ただし，幼稚園型認定こど

も園又は地方裁量型認定こども園の認定を受ける場合であって，その教育及び保育

時間相当利用児の保育に従事する者を保育士の資格を有する者とすることが困難で

あるときは，幼稚園の教員免許状を有する者であって，その意欲，適性及び能力等

を考慮して適当と認められるものを，その者が保育士の資格の取得に向けた努力を
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行っている場合に限り，その教育及び保育時間相当利用児の保育に従事する者とす

ることができるものとします。 

○認定こども園の園長は，教育及び保育並びに子育て支援を提供する機能を総合的に

発揮させるよう管理及び運営を行う能力を有しなければならないものとします。 

６ 設備の基準 

○法第３条第３項の幼稚園及び保育機能施設については，それぞれの用に供される建

物及びその附属設備（以下「建物等」といいます。）ができる限り同一の敷地内又

は隣接する敷地内になければならないものとします。建物等が同一の敷地内又は隣

接する敷地内にない場合においては，次に掲げる要件を満たさなければならないも

のとします。 

(１) 園児に対する教育及び保育の適切な提供が可能であること。 

(２) 園児の移動時の安全が確保されていること。 

○認定こども園の園舎の面積（満３歳未満の園児の保育を行う場合にあっては，満２

歳以上満３歳未満の園児の保育の用に供する保育室，遊戯室その他の施設設備の面

積及び満２歳未満の園児の保育の用に供する乳児室，ほふく室その他の施設設備の

面積を除きます。）は，次の表に掲げる基準を満たさなければならないものとしま

す。ただし，既存の施設が保育所型認定こども園又は地方裁量型認定こども園の認

定を受ける場合であって，一定の基準を満たすときは，この限りでないものとしま

す。 

学級数 面積（平方メートル） 

１学級 １８０ 

２学級以上 ３２０＋１００×（学級数－２） 

○認定こども園には，保育室又は遊戯室，屋外遊戯場及び調理室を設けなければなら

ないものとします。 

○認定こども園において満２歳未満の園児の保育を行う場合には，前項により置くも

のとされる施設に加え，乳児室又はほふく室を設けなければならないものとします。

この場合において，乳児室の面積は満２歳未満の園児１人につき１．６５平方メー

トル以上，ほふく室の面積は満２歳未満の園児１人につき３．３平方メートル以上

でなければならないものとします。 

○保育室又は遊戯室の面積は，満２歳以上の園児１人につき１．９８平方メートル以

上でなければならないものとします。ただし，満３歳以上の園児については，既存

施設が幼稚園型認定こども園又は地方裁量型認定こども園の認定を受ける場合であ

って，その園舎の面積（満３歳未満の園児の保育を行う場合にあっては，満２歳以

上満３歳未満の園児の保育の用に供する保育室，遊戯室その他の施設設備の面積及

び満２歳未満の園児の保育の用に供する乳児室，ほふく室その他の施設設備の面積

を除きます。）が基準を満たすときは，この限りでないものとします。 

○屋外遊戯場の面積は，次に掲げる基準を満たさなければならないものとします。た

だし，既存施設が保育所型認定こども園又は地方裁量型認定こども園の認定を受け
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る場合であって，次の（１）の基準を満たすときは，（２）の基準を満たすことを

要しないものとします。また，既存施設が幼稚園型認定こども園又は地方裁量型認

定こども園の認定を受ける場合であって，（２）の基準を満たすときは，（１）の

基準を満たすことを要しないものとします。 

(１) 満２歳以上の園児１人につき３．３平方メートル以上であること。 

(２) 次の表に掲げる面積に満２歳以上満３歳未満の園児について前号により算定

した面積を加えた面積以上であること。 

学級数 面積（平方メートル） 

２学級以下 ３３０＋３０×（学級数－１） 

３学級以上 ４００＋８０×（学級数－３） 

○保育所型認定こども園又は地方裁量型認定こども園にあっては，屋外遊戯場を次に

掲げる要件を満たすその認定こども園の付近にある適当な場所に代えることができ

るものとします。 

(１) 園児が安全に利用できる場所であること。 

(２) 利用時間を日常的に確保できる場所であること。 

(３) 園児に対する教育及び保育の適切な提供が可能な場所であること。 

(４) 屋外遊戯場の面積を満たす場所であること。 

７ 食事 

○認定こども園の設置者は，園児に食事を提供するときは，その認定こども園内で調

理する方法により行わなければならないものとします。ただし，満３歳以上の園児

に対する食事の提供については，次に掲げる要件を満たす場合に限り，その認定こ

ども園外で調理し搬入する方法により行うことができるものとします。この場合に

おいて，その認定こども園は，その食事の提供についてその方法によることとして

もなおその認定こども園において行うことが必要な調理のための加熱，保存等の調

理機能を有する設備を備えるものとします。 

(１) 園児に対する食事の提供の責任がその認定こども園にあり，その管理者が，

衛生面や栄養面等業務上必要な注意を果たし得るような体制及び調理業務を受託

する者との契約内容が確保されていること。 

(２) その認定こども園又は他の施設，保健所，市町村等に配置されている栄養士

により，献立等について栄養の観点からの指導が受けられる体制にある等，栄養

士による必要な配慮が行われること。 

(３) 受託業者については，認定こども園における給食の趣旨を十分に認識し，衛

生面，栄養面等，調理業務を適切に遂行できる能力を有する者とすること。 

(４) 園児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や，アレルギ

ー，アトピー等への配慮，必要な栄養素量の給与など，園児の食事の内容，回数

及び時機に適切に応じることができること。 

(５) 食を通じた園児の健全育成を図る観点から，園児の発育及び発達の過程に応
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じて食に関し配慮すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき食事を提供する

よう努めること。 

○幼稚園型認定こども園の園児に対する食事の提供について，その幼稚園型認定こど

も園内で調理する方法により行う園児の数が２０人に満たない場合においては，そ

の食事の提供を行う幼稚園型認定こども園は，調理室を備えないことができるもの

とします。この場合において，その幼稚園型認定こども園においては，その食事の

提供についてその方法により行うために必要な調理設備を備えなければならないも

のとします。 

８ 教育及び保育の内容 

○認定こども園における教育及び保育の内容は，法第６条に基づき，幼保連携型認定

こども園教育・保育要領（平成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働省告示第１号）

を踏まえるとともに，幼稚園教育要領及び保育所保育指針（平成２０年厚生労働省

告示第１４１号）に基づかなければならないものとします。また，園児の１日の生

活のリズムや集団生活の経験年数が異なること等の認定こども園に固有の事情等市

長が別に定める事項に配慮したものでなければならないものとします。 

９ 教育及び保育の基本及び目標 

○認定こども園における教育及び保育は，０歳から小学校就学前までの全ての子ども

を対象とし，一人一人の子どもの発達の過程に即した援助の一貫性や生活の連続性

を重視しつつ，満３歳以上の子どもに対する学校教育法第２３条各号に掲げる目標

の達成に向けた教育の提供と，家庭において養育されることが困難な子どもに対す

る保育の提供という２つの機能が一体として展開されなければならないものとしま

す。このため，認定こども園は，次に掲げる幼稚園教育要領及び保育所保育指針の

目標が達成されるように教育及び保育を提供しなければならないものとします。 

(１) 十分に養護の行き届いた環境の下に，くつろいだ雰囲気の中で園児の様々な欲

求を適切に満たし，生命の保持及び情緒の安定を図るようにすること。 

(２) 健康，安全で幸福な生活のための基本的な生活習慣や態度を育て，健全な心身

の基礎を培うようにすること。 

(３) 人とのかかわりの中で，人に対する愛情と信頼感，そして人権を大切にする心

を育てるとともに，自立と協同の態度及び道徳性の芽生えを培うようにすること。 

(４) 自然などの身近な事象への興味や関心を育て，それらに対する豊かな心情や思

考力の芽生えを培うようにすること。 

(５) 日常生活の中で，言葉への興味や関心を育て，喜んで話したり，聞いたりする

態度や豊かな言葉の感覚を養うようにすること。 

(６) 多様な体験を通して豊かな感性を育て，創造性を豊かにするようにすること。 

○認定こども園においては，教育及び保育の目標を達成するため，園児の発達の状況

等に応じ，より具体化した教育及び保育のねらい及び内容を定め，園児の主体的な

活動を促し，乳幼児期にふさわしい生活が展開されるように環境を構成し，園児が

発達に必要な体験を得られるようにしなければならないものとします。 



 

１０ 

 

１０ 認定こども園として配慮すべき事項 

○認定こども園において教育及び保育を行うに当たっては，次の事項について特に配

慮しなければならないものとします。 

(１) その認定こども園の利用を始めた年齢により集団生活の経験年数が異なる園

児がいることに配慮する等，０歳から小学校就学前までの一貫した教育及び保育を

園児の発達の連続性を考慮して展開していくこと。 

(２) 園児の１日の生活の連続性及びリズムの多様性に配慮するとともに，保護者の

生活形態を反映した園児の利用時間及び登園日数の違いを踏まえ，一人一人の園児

の状況に応じ，教育及び保育の内容やその展開について工夫をすること。 

(３) 共通利用時間において，幼児期の特性を踏まえ，環境を通して行う教育活動の

充実を図ること。 

(４) 保護者及び地域の子育てを自ら実践する力を高める観点に立って子育て支援

事業を実施すること。 

１１ 教育及び保育の計画並びに指導計画 

○認定こども園における教育及び保育については，認定こども園として配慮すべき事

項を踏まえつつ，園として目指すべき目標，理念や運営の方針を明確にしなければ

ならないものとします。 

○認定こども園においては，教育及び保育を一体的に提供するため，次に掲げる点に

留意して，幼稚園における教育課程及び保育所における保育計画の双方の性格を併

せ持つ教育及び保育の内容に関する全体的な計画を作成するとともに，年，学期，

月，週，日々の指導計画を作成し，教育及び保育を適切に展開しなければならない

ものとします。 

(１) 教育時間相当利用児と教育及び保育時間相当利用児がいるため，指導計画の作

成に当たり，園児の１日の生活時間に配慮し，活動と休息，緊張感と解放感等の調

和を図ること。 

(２) 共通利用時間における教育及び保育の「ねらい及び内容」については，幼稚園

教育要領及び保育所保育指針に基づき実施し，指導計画に定めた具体的なねらいを

達成すること。 

(３) 家庭や地域において異年齢の子どもとかかわる機会が減少していることを踏

まえ，満３歳以上の園児については，学級による集団活動とともに，満３歳未満の

園児を含む異年齢の園児による活動を，発達の状況にも配慮しつつ適切に組み合わ

せて設定するなどの工夫をすること。 

(４) 受験等を目的とした単なる知識や特別な技能の早期獲得のみを目指すような，

いわゆる早期教育となることのないように配慮すること。 

１２ 園舎等の環境の構成 

○認定こども園における園舎，保育室，屋外遊戯場，遊具，教材等の環境の構成に当

たっては，次に掲げる点に留意しなければならないものとします。 

(１) ０歳から小学校就学前までの様々な年齢の園児の発達の特性を踏まえ，満３歳
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未満の園児については特に健康，安全や発達の確保を十分に図るとともに，満３歳

以上の園児については同一学年の園児で編制される学級による集団活動の中で遊

びを中心とする園児の主体的な活動を通して発達を促す経験が得られるよう工夫

すること。 

(２) 利用時間が異なる多様な園児がいることを踏まえ，家庭や地域，認定こども園

における生活の連続性を確保するため，園児の生活が安定するよう１日の生活のリ

ズムを整えるよう工夫をすること。特に満３歳未満の園児については睡眠時間等の

個人差に配慮するとともに，満３歳以上の園児については集中して遊ぶ場と家庭的

な雰囲気の中でくつろぐ場との適切な調和等の工夫をすること。 

(３) 共通利用時間については，園児も一人一人の行動の理解と予測に基づき計画的

に環境を構成するとともに，集団とのかかわりの中で，自己を発揮し，園児同士の

学びあいが深まり広がるように園児の教育及び保育に従事する者のかかわりを工

夫すること。 

(４) 園児の教育及び保育に従事する者が園児にとって重要な環境となっているこ

とを念頭に置き，園児とその教育及び保育に従事する者の信頼関係を十分に築き，

園児とともによりよい教育及び保育の環境を創造すること。 

１３ 小学校教育との連携 

○認定こども園の設置者は，次に掲げる点に留意して，小学校教育との連携を図らな

ければならないものとします。 

(１) 園児の発達や学びの連続性を確保する観点から，小学校教育への円滑な接続に

向けた教育及び保育の内容の工夫を図り，連携を通じた質の向上を図ること。 

(２) 地域の小学校等との交流活動や合同の研修の実施等を通じ，認定こども園の園

児と小学校等の児童及び認定こども園と小学校等の職員同士の交流を積極的に進

めること。 

(３) 全ての園児について指導要録の抄本又は写し等の園児の育ちを支えるための

資料の送付により連携する等，教育委員会，小学校等との積極的な情報の共有と相

互理解を深めること。 

１４ 保育者の資質向上等 

○認定こども園の設置者は，次に掲げる点に留意して，園児の教育及び保育に従事す

る者の資質向上等を図らなければならないものとします。 

(１) 園児の教育及び保育に従事する者の資質は教育及び保育の要であり，自らその

向上に努めることが重要であること。 

(２) 教育及び保育の質の確保及び向上を図るためには日々の指導計画の作成や教

材準備，研修等が重要であり、これらに必要な時間について，午睡の時間や休業日

の活用，非常勤職員の配置等，様々な工夫を行うこと。 

(３) 幼稚園の教員免許状を有する者と保育士資格を有する者との相互理解を図る

こと。 

(４) 認定こども園においては，教育及び保育に加え，保護者の子育てを自ら実践す
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る力の向上につながるような子育て支援事業等多様な業務が展開されるため，認定

こども園の園長も含め，職員に対するその認定こども園の内外の研修の幅を広げる

こと。その際，認定こども園の内外での適切な研修計画を作成し，研修を実施する

とともに、その認定こども園の内外での研修の機会を確保できるよう，勤務体制の

組み立て等に配慮すること。 

(５) 認定こども園の園長には，認定こども園を一つの園として多様な機能を一体的

に発揮させる能力や地域の人材及び資源を活用していく調整能力が求められるた

め，こうした能力を向上させること。 

１５ 子育て支援事業 

○認定こども園における子育て支援事業は，その施設の所在する地域における教育及

び保育に対する需要に照らしその地域において実施することが必要と認められるも

のを，保護者の要請に応じ適切に提供し得る体制の下で，次の事項に留意して実施

されなければならないものとします。 

(１) 単に保護者の育児を代わって行うのではなく，教育及び保育に関する専門性を

十分に活用し，子育て相談や親子の集いの場の提供等の保護者への支援を通して保

護者自身の子育てを自ら実践する力の向上を積極的に支援すること。また，子育て

世帯からの相談を待つだけでなく，認定こども園から地域の子育て世帯に対して働

きかけていくような取組も有意義であること 

(２) 子育て支援事業としては，子育て相談や親子の集いの場の提供，家庭における

養育が一時的に困難となった子どもに対する保育の提供等多様な事業が考えられ

るが，例えば子育て相談や親子の集う場を週３日以上開設する等保護者が利用を希

望するときに利用可能な体制を確保すること。 

(３) 子どもの教育及び保育に従事する者が研修等により子育て支援に必要な能力

を涵養し，その専門性と資質を向上させていくとともに，地域の子育てを支援する

ボランティア，ＮＰＯ，専門機関等と連携する等様々な地域の人材や社会資源を活

かしていくこと。 

１６ 管理運営等 

○認定こども園は，多様な機能を一体的に提供するため，一人の認定こども園の長を

置き，全ての職員の協力を得ながら，市長が別に定める事項に留意して，一体的な

管理運営を行わなければならないものとします。この場合において，幼稚園型認定

こども園のうち，幼稚園及び保育機能施設のそれぞれの用に供される建物及びその

附属設備が一体的に設置されている施設においては，幼稚園又は保育機能施設の施

設長とは別に認定こども園の長を置くこと又はこれらの施設長のいずれかが認定こ

ども園の長を兼ねることができるものとします。 

○認定こども園における保育を必要とする園児に対する教育及び保育の時間は，１日

につき８時間を原則とし，園児の保護者の労働時間その他の家庭の状況等を考慮し

て認定こども園の長が定めなければならないものとします。この場合において，認

定こども園の開園日数及び開園時間は，保育を必要とする園児に対する教育及び保
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育を適切に提供できるよう，保護者の就労の状況等の地域の実情に応じて定めなけ

ればならないものとします。 

○認定こども園は，児童虐待防止の観点から特別の支援を要する家庭，ひとり親家庭

又は低所得家庭の子どもや，障害のある子どもなど特別な配慮が必要な子どもの利

用が排除されることのないよう，入園する子どもの選考を公正に行わなければなら

ないものとします。この場合において，認定こども園の設置者は，市町村との連携

を図り，その子どもの受入れに適切に配慮しなければならないものとします。 

○認定こども園の設置者は，耐震，防災，防犯等園児の健康及び安全を確保する体制

を整えなければならないものとします。 

○認定こども園において事故等が発生した場合の補償を円滑に行うことができるよう，

適切な保険や共済制度への加入を通じて，補償の体制を整えなければならないもの

とします。 

○認定こども園の設置者は，自己評価，外部評価等において園児の視点に立った評価

を行い，その結果の公表等を通じて教育及び保育の質の向上に努めなければならな

いものとします。 

○認定こども園の設置者は，保護者が多様な施設を適切に選択できるよう，情報開示

に努めなければならないものとします。 

○認定こども園の設置者は，園児の安定的な処遇の確保を図るため，その認定こども

園を運営するために必要な経済的基礎を備えていなければならないものとします。 

１７ 掲示 

○認定こども園の設置者は，その建物又は敷地の公衆の見やすい場所に，その施設が

認定こども園である旨を掲示しなければならないものとします。 

 

以下の項目は，児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を準用し，認定こども園

に適用するものです。 

 

１８ 認定こども園の一般原則 

○認定こども園の設置者は，入園している園児の人権に十分配慮するとともに，一人

一人の人格を尊重するとともに，倉敷市子ども条例の理念を踏まえ，その運営を行

わなければならないものとします。 

○認定こども園の設置者は，地域社会との交流及び連携を図り，園児の保護者及び地

域社会に対し，園の運営の内容を適切に説明するよう努めるとともに，その運営内

容について，自ら又は外部の第三者による評価を行い，結果を公表するよう努めな

ければならないものとします。 

○認定こども園には，施設の目的を達成するために必要な設備を設けなければならな

いものとします。 

１９ 倉敷市子ども条例の理解 
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○認定こども園の職員は，倉敷市子ども条例の理念を十分に理解するよう努めなけれ

ばならないものとします。 

２０ 園児を平等に取り扱う原則 

○認定こども園においては，園児の国籍，信条，社会的身分又は入園に要する費用を

負担するか否かによって，差別的な取扱いをしてはならないものとします。 

２１ 虐待等の禁止 

○認定こども園の職員は，園児に対し，虐待等子どもの心身に有害な影響を与える行

為をしてはならないものとします。 

２２ 非常災害対策 

○認定こども園の設置者は，消火設備その他の非常災害に必要な設備を設けなければな

らないものとします。 

○認定こども園の設置者は，園児の状態及び地域の自然的社会的条件を踏まえ，想定

される非常災害の種類ごとに，その規模及び被害の程度に応じたその非常災害への

対応に関する具体的な計画を策定するとともに，非常災害時の関係機関への通報及

び関係者との連絡の体制を整備し，それらの内容を定期的に職員に周知しなければ

ならないものとします。 

○認定こども園の設置者は，非常災害に備えるため，計画に従い，避難訓練及び消火

訓練その他必要な訓練を，その実効性を確保しつつ行わなければならないものとし

ます。 

○訓練のうち，避難訓練及び消火訓練は，地震，火災，風水害，侵入者対策等を念頭

に置き，少なくとも毎月１回実施しなければならないものとします。 

○認定こども園の設置者は，非常災害時における園児の安全の確保が図られるよう，

あらかじめ，関係自治体，地域住民，他の学校，社会福祉施設等と相互に支援及び

協力を行うための体制の整備に努めるものとします。 

２３ 秘密保持等 

○認定こども園の職員は，正当な理由がなく，その業務上知り得た園児又はその家族

の秘密を漏らしてはならないものとします。また，職員であった者が，正当な理由

なく，業務上知り得た園児又はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置

を講じなければならないものとします。 

２４ 苦情への対応等 

○認定こども園の設置者は，提供した特定教育・保育並びに子育て支援に関する苦情

に迅速かつ適切に対応するために，苦情を受け付ける窓口を設置するなど必要な措

置を講じなければならないものとします。 

○認定こども園の設置者は，提供した特定教育・保育並びに子育て支援に関し，市か

ら指導又は助言を受けた場合は，その指導又は助言を尊重し，必要な改善を行うよ

う努めなければならないものとします。 

２５ 専門的知識を有する者との連携 

○園長は，教育及び保育の実施に当たっては，医師，臨床心理士，作業療法士，言語
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聴覚士，保健師，看護師，栄養士，大学教授等の専門的知識を有する者から，積極

的に助言を得る等必要な連携を図らなければならないものとします。 

２６ 保護者への対応 

○園長は，常に園児の保護者と密接な連絡をとり，教育及び保育の内容等について，

保護者の理解と協力を得るよう努めなければならないものとします。 

○園長は，保護者が認定こども園の行事，保護者を対象とした研修，保護者の会の取

組等に積極的に参加するよう促すものとします。 

２７ 食事における献立，地産地消と情報発信 

○食事の提供をするときは，その献立は，できる限り変化に富み，園児の健全な発育

に必要な栄養量を含有するものでなくてはならないものとします。また，食品の種

類及び調理方法は，栄養並びに園児の身体的状況及び嗜好を考慮したものでなけれ

ばならないものとします。 

○調理は，あらかじめ作成された献立に従って行わなければならないものとします。 

○認定こども園の設置者は，食事の提供に当たっては，地産地消に努めるものとしま

す。 

○認定こども園の設置者は，園児への食育を推進するため，保護者に対して食育に関

する情報を発信するものとします。 

２８ その他 

○施行日は，平成２７年４月１日を予定しています。（法の施行日） 

○施行日から起算して５年間は，施行日の前日において認定こども園である施設の職

員配置については，いままでどおりとすることができるものとします。 

 


